
平成30年６月13日

株主各位

第71回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

上記の事項につきましては、法令および定款の規定に

基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.nepon.co.jp） に 掲 載 す る こ と に よ り

株 主 の 皆 様 に 提 供 し て お り ま す。

証券コード：7985



連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　
２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1)連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称

　NEPON(Thailand)Co.,Ltd.

(2)持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社１社（YUSHI NEPON CO.,LTD.）は、当期純利益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外してお

ります。

(3)連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社であるNEPON(Thailand)Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作

成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。

(4)会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

1)有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定しております。）

時価のないもの 移動平均法による原価法

2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品、仕掛品 総平均法

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 総平均法

仕掛品(未成工事支出金)個別法
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　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

（リ ー ス 資 産 を 除 く）

当社は定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具 ４～13年

在外連結子会社は主として定額法を採用しております。

無 形 固 定 資 産

（リ ー ス 資 産 を 除 く）

自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

市場販売目的におけるソフトウェアは、見込販売数量に基づ

く償却額と、残存販売有効期間に基づく均等配分額との、い

ずれか大きい額を計上する方法を採用しております。

なお、当初における販売有効期間は、３年としております。

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

長 期 前 払 費 用 定額法を採用しております。

　③ 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

　④ 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支給に充てるため内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しております。
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⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

1) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

2) 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)に

よる定率法により、発生した連結会計年度から費用処理することとしております。

　

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めております。

　

　⑦ 重要な収益及び費用の計上基準

完 成 工 事 高 及 び

完成工事原価の計上基準

1) 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

2) その他の工事

工事完成基準

　
　⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　
　⑨ 表示方法の変更

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険

金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「受取保険金」は147千円であります。

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「社債事務手

数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「社債事務手数料」は3,275千円であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産及び担保付債務

現金及び預金（定期預金） 2,000千円

建物及び構築物 358,695

機械装置及び運搬具 1,724

土地 222,427

投資有価証券 46,886

計 631,733

　上記のうち工場財団抵当に供している額

建物及び構築物 350,646千円

機械装置及び運搬具 1,724

土地 169,066

計 521,436

担保資産に対する債務額

短期借入金 400,000千円

1年内返済予定の長期借入金 232,013

1年内償還予定の社債に対する銀行保証 220,000

社債に対する銀行保証 190,000

長期借入金 513,100

外国為替関係保証 886

計 1,555,999

上記のうち工場財団抵当に供している額に対する債務額

短期借入金 400,000千円

1年内返済予定の長期借入金 206,512

1年内償還予定の社債に対する銀行保証 220,000

社債に対する銀行保証 190,000

長期借入金 488,270

外国為替関係保証 886

計 1,505,668

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,208,244千円

(3) 債権の流動化

　①債権の流動化による受取手形の譲渡残高 85,010千円

　②上記のうち、代金留保額 17,002千円

　なお、手形買戻義務の上限額は代金留保額と同額であります。
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(4) 期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものととして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

受取手形 109,927千円

支払手形 303,802千円

　

― 5 ―



４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株）

当連結会計年度減少

株式数（株）

当連結会計年度末株

式数（株）

普通株式 12,028,480 ― ― 12,028,480

　

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期

首株式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株）

当連結会計年度減少

株式数（株）

当連結会計年度末株

式数（株）

普通株式 49,915 1,864 ― 51,779

　

(3) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成29年

６月29日

定時株主総会

普通株式 35,935千円 ３円
平成29年

３月31日

平成29年

６月30日

(4) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
1株当たり配当

額
基準日 効力発生日

平成30年

６月28日

定時株主総会

普通株式 利益剰余金 35,930千円 ３円
平成30年

３月31日

平成30年

６月29日
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５．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。また短期

的な運転資金を銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

a. 受取手形及び売掛金

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

b. 投資有価証券

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。

c. 支払手形及び買掛金

　営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

d. 借入金、社債

　借入金のうち短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金及び社債は、主に

設備投資に係る資金調達であり、返済日及び償還日は最長で決算日後５年であります。変動金利の借

入金及び社債は、金利変動リスクに晒されております。

e. リース債務

　リース債務は、設備投資に係る資金調達であり、返済日は最長で決算日後４年であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

a. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、債権管理規程に従い、資金部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。

b. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

c. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき、資金部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

― 7 ―



(2）金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を評価することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりませ

ん。詳細につきましては、「(注)２.」をご参照ください。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 320,357 320,357 ―

② 受取手形及び売掛金 2,960,961

貸倒引当金 ※1 △3,328

2,957,633 2,957,633 ―

③ 投資有価証券 104,237 104,237 ―

資産計 3,382,227 3,382,227 ―

① 支払手形及び買掛金 1,182,344 1,182,344 ―

② 短期借入金 400,000 400,000 ―

③ 長期借入金 ※2 1,047,426 1,044,540 2,885

④ 社債 ※3 410,000 410,033 △33

⑤ リース債務 ※4 89,271 89,756 △485

負債計 3,129,041 3,126,673 2,367

※１ 受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

※２ １年内返済予定の長期借入金を含めております。

※３ １年内償還予定の社債を含めております。

※４ １年内返済予定のリース債務を含めております。
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(注) １. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項は、次のとおりであります。

資産

① 現金及び預金 ② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

③ 投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しております。

負債

① 支払手形及び買掛金 ② 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

③ 長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む） ④ 社債（1年内償還予定の社債を含む）

⑤ リース債務（1年内返済予定のリース債務を含む）

　時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入、新規社債発行又は、リース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注) ２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

（その他有価証券）

非上場株式
12,371

合計 12,371

　非上場株式は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を

把握することが極めて困難であるため時価開示の対象としておりません。

(注) ３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額は、次のとおりであります。

（単位：千円）

1年以内 1年超

現金及び預金 320,357 ―

受取手形及び売掛金 2,960,961 ―

合計 3,281,318 ―
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(注) ４. 長期借入金、社債及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

1年以内
1年超2年以

内

2年超3年以

内

3年超4年以

内

4年超5年以

内
5年超

長期借入金 362,853 278,881 230,035 139,488 36,169 ―

社債 220,000 140,000 50,000 ― ― ―

リース債務 22,697 22,762 22,827 20,982 ― ―

６．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

　当社では、東京都渋谷区において、賃貸用の土地を有しております。平成30年３月期における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は4,512千円（賃貸収益は営業外収益に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年度末の

時価は、次のとおりであります。

　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時

価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

― ― ― 164,000

(注) 時価の算定は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額であります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 183円14銭

(2) 1株当たり当期純利益 12円54銭

　 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載し

　 ておりません。

　

　 1株当たり当期純利益の算定上の基礎

　 連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 150,144千円

　 普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 150,144千円

　 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項はありません。

　 普通株式の期中平均株式数 11,977,418株
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８．重要な後発事象に関する注記

　特に記載事項はありません。
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　
２．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定しております。）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商 品 及 び 製 品、 仕 掛 品 総平均法

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 総平均法

未 成 工 事 支 出 金 個別法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

（リ ー ス 資 産 を 除 く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ７～39年

機械及び装置 ４～13年

無 形 固 定 資 産

（リ ー ス 資 産 を 除 く）

自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

市場販売目的におけるソフトウェアは、見込販売数量に基づ

く償却額と、残存販売有効期間に基づく均等配分額との、い

ずれか大きい額を計上する方法を採用しております。

なお、当初における販売有効期間は、３年としております。

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

長 期 前 払 費 用 定額法を採用しております。
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(3）繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

(4) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産に基づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(11年)による定率法により、発生した事

業年度から費用処理することとしております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支給に充てるため内規に基づく当事業年度

末要支給額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度末の負担額を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

完 成 工 事 高 及 び

完成工事原価の計上基準

① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の工事

工事完成基準

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっ

ております。

② 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(7) 表示方法の変更

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の「受取保険金」は147千円であります。

　

前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「社債事務手数料」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の「社債事務手数料」は3,275千円であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

現金及び預金(定期預金） 2,000千円

建物 356,875

構築物 1,819

機械及び装置 1,724

土地 222,427

投資有価証券 46,886

計 631,733

　上記のうち工場財団抵当に供している額

建物 348,901千円

構築物 1,744

機械及び装置 1,724

土地 169,066

計 521,436

　担保資産に対する債務額

短期借入金 400,000千円

1年内返済予定の長期借入金 232,013

1年内償還予定の社債に対する銀行保証 220,000

社債に対する銀行保証 190,000

長期借入金 513,100

外国為替関係保証 886

計 1,555,999
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　上記のうち工場財団抵当に供している額に対する債務額

短期借入金 400,000千円

1年内返済予定の長期借入金 206,512

1年内償還予定の社債に対する銀行保証 220,000

社債に対する銀行保証 190,000

長期借入金 488,270

外国為替関係保証 886

計 1,505,668

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,205,773千円

(3) 債権の流動化

①債権の流動化による受取手形の譲渡残高 85,010千円

②上記のうち、代金留保額 17,002千円

なお、手形買戻義務の上限額は代金留保額と同額であります。

(4) 期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

受取手形 109,927千円

支払手形 303,802千円

(5) 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 863,043千円

短期金銭債務 34,635
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４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 1,556,879千円

仕入高 322,482

販売費及び一般管理費 4,518

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の株式数（株）

普 通 株 式 12,028,480 ― ― 12,028,480

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の株式数（株）

普 通 株 式 49,915 1,864 ― 51,779

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成29年
６月29日

定時株主総会
普通株式 35,935千円 ３円

平成29年
３月31日

平成29年
６月30日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日
効力発生

予定日

平成30年
６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 35,930千円 　３円

平成30年
３月31日

平成30年
６月29日
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 258,146千円

賞与引当金 41,588

棚卸資産評価損 40,168

役員退職慰労引当金 26,314

減価償却費限度超過額 19,686

投資有価証券評価損 10,617

減損損失 9,034

未払事業税 7,383

資産除去債務 4,311

会員権評価損 3,075

貸倒引当金 1,319

その他 10,016

繰延税金資産 小計 431,663

評価性引当額 △54,504

繰延税金資産 合計 377,159

(繰延税金負債)

特別償却準備金 △5,379

その他有価証券評価差額金 △1,967

繰延税金負債 合計 △7,346

差引：繰延税金資産 純額 369,812

(注) 繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産 93,138千円
固定資産－繰延税金資産 276,673

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 12,148千円

１年超 14,427

合計 26,575
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８．関連当事者に関する注記

(1）親会社及び法人主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類

会社等
の名称
又 は
氏 名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引
の
内
容

取 引
金 額
(千円)

科 目
期 末
残 高
(千円)

その
他の
関係
会社

佐 藤
商事㈱

東京都
千代田
区

1,321,368
(千円）

金属材料
電子材料
等の
国内販売
及び
輸出入

(被所有)
直接30.16

当社製品
の販売
材料の仕
入

当社
製品
の販
売

1,464,552

売掛金 508,962

完成工
事未収
入金

261,641

材料
の

購入
316,557 買掛金 34,085

(注) １. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。

２. 取引条件及び決定方針
製品・材料の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　(2)関係会社等

種類

会社等
の名称
又 は
氏 名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引
の
内
容

取 引
金 額
(千円)

科 目
期 末
残 高
(千円)

子会

社
Nepon(thailand)
Co.,Ltd.

タイ
2,000

(千THB)

熱 機 器

製 品 の

売 上、

仕入

（所有）

直接49.0

当 社 製

品 の 販

売、 仕

入

(注1)

当社
製品
の販
売

92,326 売掛金 22,124

当社
製品
の購
入

5,925 買掛金 77

資 金 の

貸付

(注3)

受取
利息

930 貸付金 69,905

　
(注) １. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。
２. 取引条件及び決定方針

製品・材料の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。
資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

３. 貸付金について、34,952千円の貸倒引当金を計上しております。
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(3) 役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類

会社等
の名称
又 は
氏 名

事業の
内 容
又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の
内 容

取引金額
(千円)

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員
福 田
公 一

当 社
取締役
会 長

(被所有)
直接5.22

債務被保証

当社銀行借入
に対する債務

被保証
（注）

400,000 － －

(注) 当社は、銀行借入に対して取締役福田公一より債務保証を受けております。なお、保証料の支
払は行っておりません。

　

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 184円00銭

(2) １株当たり当期純利益 12円01銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 143,889千円

普通株式に係る当期純利益 143,889千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 11,977,418株

　

10．重要な後発事象に関する注記

特に記載事項はありません。
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